
第３回 ICT を活用した自立活動の効果的な指導の在り方検討会議 次第 

 

日時：令和５年１月 30 日（月）   

14：30～16：30    

場所：各所属（テレビ会議システム） 

 

 

 

１ 開  会（14:30～14:35） 

 

 

 

２ 報  告（14:35～15:45） 

(1) 実践研究校による研究報告 

  ア 県立むこがわ特別支援学校 

県立むこがわ特別支援学校   主幹教諭 式部 義信 

 

 

  イ 県立姫路しらさぎ特別支援学校 

         県立姫路しらさぎ特別支援学校 教  諭 竹中 正彦 

 

 

(2) 事業全体報告 

                             特別支援教育課        主任指導主事兼教育推進班長 乘松 宏美 

   

                

(3) 質疑応答 

 

 

 

３ 協  議（15:45～16:25） 

ICT を活用した自立活動の指導に関する情報の一元化をめざした｢ひょうご つながる 

e-ブック（仮称）｣について 

 

 

 

 

４ 閉  会（16:25～16:30） 

・事務連絡 
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令和４年度第２回ICTを活用した自立活動の効果的な指導の在り方検討会議 議事録 

 

 期日：令和４年10月24日（月） 

場所：各所属（テレビ会議システム） 

 

 

協議「自立活動に関する情報の一元化をめざした「ひょうごつながるブック（仮称）」について」  

～ICT活用による、情報の活用と共有に向けて～ 

 

 

【課題】 

・地図を載せることで、地区別の印象を見る側に与えてしまう。レイアウトは検討すべき。 

・活用する各教員が見やすいよう、見る側に立った構成の検討が必要である。 

・紙媒体にした場合、文字量が多いと読む側の意欲を削いでしまう懸念がある。 

・ICTをイメージできる標題にすると良い。 

・情報量が多過ぎると、伝えたいことが伝わりにくくなる。 

・事例も大切だが、事例にたどり着くために検討したプロセスこそが各教員が本当に欲しい 

 情報ではないか。 

 

【「ひょうごつながるブック」の作成に向けて】 

・各教員が見やすいよう１枚物の共通シートを作り、各項目に二次元コード等を通してアク 

セスできるよう配置してはどうか。また支援機器、アプリの紹介、活用場面の動画等、活 

用する側に次回も使ってみたいと思わせるようなレイアウトにするべき。 

・伝えたいことを効果的に伝えることができるよう、掲載する内容を絞る。 

・各学校でグループウェア等で閲覧することを想定すると、電子媒体の方が使いやすい。 

 検索サイトで検索できる特別支援学校の事例集になるよう、進化させてほしい。 

・自立活動の大切さ及び魅力について、しっかりと伝えることが最も大切なポイントである。 

・つながるために、どうすればつながることができるのか、またどこに頼ればよいのか、 

 「つながることの魅力や意味」を端的に分かりやすく伝えることが自立活動とICTの魅力

を伝えることにつながっていく。 

・入口が入りやすいよう極力文字量を少なくし、必要な情報は配置している二次元コードか 

 ら得るような仕組みにすると良い。また見る側がスマホを取り出したくなるようなキャッ

チフレーズを使えば（ツイッターの文字数のイメージ）、よりアクセス者を増やすことに

つながる。 

・各事例と併せて、その事例に辿り着く上でどのような検討をしたかということをうまく掲 

 載してほしい。どのように事例を構築したかということを共有できれば、私にもできると 

いう感覚を各教員が持つことができる。 
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令和４年度 ICT を活用した自立活動の効果的な指導の在り方の調査研究事業実施要項 

 

１ 趣 旨 

ICT 機器の効果的な活用を進める中で、研究校を指定し、遠隔システムを利用した障害

による学習上又は生活上の困難を改善・克服するための自立活動の指導及び遠隔による通

級による指導について研究し、障害のある児童生徒の学びの保障と ICT 等を効果的に活

用した自立活動の指導に関する教員のさらなる資質向上に資する。 

 

２ 実施期間 

  令和４年４月１日～令和５年３月 31 日 

 

３ 事業の内容 

(1) 県の取組 

ア ICT を活用した自立活動の効果的な指導の在り方検討会議の開催（年３回） 

県内の学校における特別支援教育の推進に向けて、自立活動の円滑な実施と遠隔シ

ステムの体制の整備について検討するため、学識経験者、福祉機関、教育関係者、保

護者、行政関係者からなる会議を設置し、遠隔システムを活用した自立活動の指導等

について協議する。 

イ 自立活動リーダー育成講座（研修会）の実施（年２回） 

県立特別支援教育センターにおいて、兵庫県教職員資質向上指標に基づいた、特別

支援学校における自立活動のリーダーを育成する研修を実施する。 

ウ ICT 活用講座（研修会）の実施（年３回） 

県立特別支援教育センターにおいて、基礎講座では、特別支援教育における個に応

じた ICT の効果的な活用や使用上の留意点、環境整備について研修を実施する。実

践講座では、個別の課題に応じた指導・支援に向けた教材コンテンツの作成を通して

体験的に学ぶ研修を実施する。 

エ ICT 活用研究発表会の実施（年１回） 

指定校における研究の実践発表を通して、自立活動の指導や遠隔システムの活用に

ついて協議を行う。 

 

(2) 研究指定校の取組 

ア 知的障害特別支援学校における調査研究 

① 指 定 校  県立姫路しらさぎ特別支援学校、県立むこがわ特別支援学校、県立

あわじ特別支援学校 

② 研究内容 

・各教科等や特別活動等と自立活動の指導とを合わせた指導において、主指導者

と複数の教室を遠隔システムでつなぎ、各教室に分かれての一斉指導の研究 

・児童生徒の学習の様子を動画に編集し、般化に向けた家庭との効果的な連携方
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法についての研究 

・遠隔システムを活用した教育相談の実施 

イ 肢体不自由特別支援学校における調査研究 

① 指 定 校  県立西はりま特別支援学校、県立神戸特別支援学校 

② 研究内容 

・知的障害と肢体不自由を併せ有する児童生徒への指導において教員が、外部専

門家からの定期的な遠隔による指導を受け、児童生徒が視線入力装置等を活用

したコミュニケーション力の向上させる方法についての研究 

・遠隔システムを活用し、指導と評価についての研究 

ウ 聴覚特別支援学校の通級における調査研究 

① 指 定 校  県立神戸聴覚特別支援学校、県立姫路聴覚特別支援学校、県立豊岡

聴覚特別支援学校 

② 研究内容 

・遠隔システムと ICT を活用し、課題への即時対応や、通常の学級での指導への

応用など、きめ細かな指導につなげるための方策や、児童生徒の学習の定着を

より強化する方策についての研究 

・難聴児への支援において、聴覚特別支援学校が中核的な機能を有するような全

県でのサポート体制整備に向けたモデルの構築 

エ 高等学校の通級における調査研究 

① 指 定 校  県立阪神昆陽高等学校 

② 研究内容 

・遠隔システムによる指導に ICT を効果的に組み合わせ、生徒の卒業後を見据え

たコミュニケーションスキルの獲得や向上を目指すきめ細やかな指導を行う方

策や生徒の学習の成果の定着をより強化にするための方策について研究する。 

・高等学校における通級による指導を希望するすべての生徒が、どの学校に進学

しても通級による指導を受けることができるような兵庫県版モデルを構築する

ための遠隔システムの活用効果の検証 

 

４ 実施計画及び報告書等の提出 

(1) 校長は、別添実施要領に定めるところにより、実施計画及び報告等を作成し、特別支

援教育課に提出する。 

(2) 計画の内容に変更が生じた場合は、特別支援教育課と協議のうえ、速やかに計画を変

更する。 

 

５ 実施経費 

事業の実施にかかる経費は、予算の範囲内で令達する。 
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「令和４年度 ICT を活用した自立活動の効果的な指導の在り方の調査研究事業」 

知的障害特別支援学校における調査研究 実施要領 

 

１ 趣 旨 

知的障害特別支援学校における、遠隔システムを活用した自立活動の指導の効果と課

題を検証し、好事例を収集・発信することで、県内すべての特別支援学校のみならず特

別支援学級への指導・支援の参考とする。 

 

２ 内 容 

(1) 研究指定校 

県立姫路しらさぎ特別支援学校、県立むこがわ特別支援学校 

県立あわじ特別支援学校 

(2) 実施期間 

令和４年４月１日～令和５年３月 31 日 

(3) 内容 

① 遠隔でのやりとりを含めた、児童生徒の実態把握の在り方の研究 

  ・児童生徒のコミュニケーションや自己表現等の実態に関して、朝の会や終わりの 

会、HR 活動や自立活動等での授業等の様子を録画した動画や、日々の振り返り等の 

記録を活用して、個別の実態と学級・学年の実態を把握する。また、校内の共有サー 

バーに実態についての記録を保存し、教員間で情報を共有できるようにする。 

 

② 自立活動の、遠隔による実施を含めた指導及び評価の在り方の研究 

・朝の会や終わりの会、HR 活動や自立活動等での授業等を通じて、対面による指導

により、児童生徒の個々の自立活動の目標に応じたコミュニケーションや心理的な安

定、環境の把握等について目標を立て、課題解決に取り組む。 

・意図的に遠隔による指導の場を設け、学習や取組の様子を記録するとともに、その 

記録映像をもとに自己分析（自己を振り返る）の時間を設定し、自己評価や他己評価 

につなげ、課題解決の効果的な在り方を探る。 

 （小学部の買い物学習、技能検定、政治的教養を高める教育（主権者教育、選挙活動）） 

・指導場面を、卒業後を見据えた社会的自立と社会参加に向けて設定し、自立活動の  

指導内容を取り入れた合わせた指導にタブレットを活用した調べ学習、授業での学習  

の取組の様子の写真や動画を用いた振り返りや評価を行い、児童生徒のキャリア形成 

を図る。（企業・事業所等の見学事前事後学習、オンライン面接練習、余暇活動の充 

実と自己表現の場の拡充） 

・自立活動の学習取組を動画に撮り、指導・支援の方法を共通理解することで、一貫 
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性のある指導・支援に繋ぐとともに、他の授業場面や家庭での般化を目指していく。 

・訪問教育を受ける児童生徒が在宅において遠隔を含む ICT を活用し、人間関係の

拡充及び社会性の広がりを目指していく。 

・対面での指導と比較する等、遠隔による指導の効果について検討する。 

 

③ 遠隔でのやりとりを含めた、外部の専門家等との連携の在り方の研究と授業検討会 

  ・児童生徒の実態と変容を記録し、教育・心理等の専門家による指導・助言を遠隔シ 

ステムで実施し、自立活動の指導・支援の工夫・改善につなげる。 

・障害のある児童生徒が ICT 等を活用しコミュニケーション力を向上させるために、

外部専門家等による遠隔システムを用いた指導・助言を得て、自立活動の工夫・改善

に生かす。 

・遠隔システムを活用して外部専門家や他校と連携する際の手順や留意点をまとめ

たものを作成し、どの教員であっても必要に応じて遠隔システムを活用できるように

する。 

・遠隔システムを活用し、研究校同士が定期的に交流をする機会を設け、研究を進め

る上での課題の早期解決や教材の共有などを行い、教員の資質向上を図る。 

・遠隔による指導場面を保護者等に視聴してもらい指導の効果や ICT 活用による今

後の可能性について共通理解し、社会参加への手がかりとする。 

・特別支援学校と地域の特別支援学級の自立活動の授業を動画に撮り、児童生徒の実

態に応じた指導の在り方や教材について遠隔システムを活用し、検討する。 

・実践事例を発信し、県内の小・中学校の自立活動の指導の充実に資する。 

 

(4) 実施経費 

次の金額を上限として、支出計画に基づいて令達する。 

謝 金 ６0,000 円 

旅 費 ４,000 円 

需用費 27,000 円 

図書購入費  11,000 円 

※ 当事業の趣旨を踏まえた支出計画を立てること。 

※ 社会通念上、受益者負担がより合理的であると判断される経費については、この

経費を充てないこと。 

※ 講師謝金については、県立教育研修所の講師諸謝金支給基準（平成 19 年４月１

日）に基づき、支給すること。支給額が同支給基準額を超える場合は、特別支援教

育課と事前協議すること。 

※ 予算執行に当たって変更が生じる場合は、速やかに特別支援教育課と協議する。 

※外部専門家による指導・助言３回 

※外部専門家の旅費１回（２回は遠隔で実施） 
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３ 実施計画及び実施報告等の提出 

(1) 提出書類 

         提出書類 提出期日 

・実施計画書（様式１）及び支出計画書（様式２）  令和 4 年５月 20 日（金） 

・実施報告書（様式３）及び支出報告書（様式４） 令和５年１月 1３日（金） 

 ・授業検討会実施報告書（様式５） 

  

(2) 提出方法及び提出先  

電子メールにて特別支援教育課（担当：大林）宛て提出 

E-Mail：Atsuhiko̲Oobayashi@pref.hyogo.lg.jp 

 

４ 実施上の留意点 

(1) 実施計画の内容に変更が生じた場合は、特別支援教育課と協議のうえ、速やかに計画

を変更する。 
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「令和４年度 ICT を活用した自立活動の効果的な指導の在り方の調査研究事業」 

聴覚特別支援学校の通級における調査研究 実施要領 

 

１ 趣 旨 

聴覚障害特別支援学校における地域の小・中学校の通常の学級に在籍する児童生徒へ

の通級による指導において、従来の対面による指導に加え、オンラインによる指導を一

部取り入れることへの効果の検証を行い、それぞれの学びの段階における効果的な指導

とその体制について具体的に実践し、その効果を検証する。 

 

２ 内 容 

(1) 実施校 

研究指定校（県立神戸聴覚特別支援学校、県立姫路聴覚特別支援学校、県立豊岡聴覚

特別支援学校）及び研究指定校が指定する共同研究校 

 (2) 実施期間 

令和４年４月１日～令和５年３月 31 日 

(3) 内容 

① 遠隔でのやりとりを含めた、児童生徒の現状や実態把握の在り方の研究 

 ・難聴・言語通級対象児童生徒が、聞こえや言語の獲得に困難があり、心理的なス

トレス等を抱えていることに留意し、対象児童生徒が遠隔システムを活用していく

上で事前に担当者間や関係機関と共通理解しておくことが必要な配慮や環境整備

について検討する。 

 ・児童生徒の実態に応じた遠隔システムの活用と ICT 機器の効果的な組み合わせ

についてチェックリストを作成し、有効性等について検討する。 

 

② 遠隔による実施を含めた指導及び評価の在り方の研究 

・県立聴覚特別支援学校３校が、小・中学校の通常の学級に在籍する難聴・言語障

害児童生徒のニーズに応じた効果的な聴覚障害における通級による指導を実施し

ていくために、遠隔システムと ICT を効果的に活用した実施体制や方法について

研究する。 

 ・遠隔システムを併用した通級による指導及び通常学級での般化について研究する。 

・遠隔システムや ICT を活用した自己理解及びコミュニケーションの向上に繋が 

る学習内容や支援の方法等について、取組前後にアンケート等をとり、比較検討す 

る。 

 ・対面での指導と比較する等、遠隔による指導の効果について検討する。 
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③ 遠隔でのやりとりを含めた、外部の専門家等との連携の在り方の研究と授業検討

会 

・児童生徒の実態に応じた ICT の活用をする上で ICT の効果的な組み合わせ方や

トラブル時の教員のサポート体制等の想定される対応について事前・事後の検証を

しながらマニュアル等を作成・改訂する。 

・遠隔システムを活用し、外部の専門家とリアルタイムでつながり、指導助言を受

ける際に事前に準備しておく物や共通理解しておく情報の整理の仕方など合理的

な相談体制の在り方を研究する。 

・障害のある児童生徒が ICT 等の活用によりコミュニケーション力を向上させる

ために、外部専門家等による遠隔システムを用いた指導・助言を得て、自立活動の

工夫・改善に生かす。 

・遠隔システムを活用して外部専門家や他校と連携する際の手順や留意点をまと

めたものを作成し、どの教員であっても必要に応じて遠隔システムを活用できるよ

うにする。 

・遠隔システムを活用し、共同研究校同士が定期的に交流をする機会を設け、研究

を進める上での課題の早期解決や教材の共有などを行い、教員の資質向上を図る。 

・教育・心理等の専門家による指導・助言を受けた内容や改善したこと等を授業検

討会実施報告書（様式５）に記入し、特別教育支援課まで提出すること。 

 

(4) 実施経費 

次の金額を上限として、支出計画に基づいて令達する。 

謝 金 60,000 円 

旅 費 ４,000 円 

需用費 27,000 円 

図書購入費  11,000 円 

※ 当事業の趣旨を踏まえた支出計画を立てること。 

※ 社会通念上、受益者負担がより合理的であると判断される経費については、この

経費を充てないこと。 

※ 講師謝金については、県立教育研修所の講師諸謝金支給基準（平成 19 年４月１

日）に基づき、支給すること。支給額が同支給基準額を超える場合は、特別支援教

育課と事前協議すること。 

※ 予算執行に当たって変更が生じる場合は、速やかに特別支援教育課と協議する。 

 

 

※外部専門家の旅費１回（２回は遠隔で実施） 

※外部専門家による指導・助言３回 
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３ 実施計画及び実施報告等の提出 

(1) 提出期限 

         提出書類 提出期日 

・実施計画書（様式１）及び支出計画書（様式２）  令和４年５月 20 日（金） 

・実施報告書（様式３）及び支出報告書（様式４） 令和５年１月 13 日（金） 

 ・授業検討会実施報告書（様式５） 

  

 (2) 提出方法及び提出先  

電子メールにて特別支援教育課（担当：大林）宛て提出 

E-Mail：Atsuhiko̲Oobayashi@pref.hyogo.lg.jp 

４ 実施上の留意点 

 (1) 実施計画の内容に変更が生じた場合は、特別支援教育課と協議のうえ、速やかに計

画を変更する。 
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「令和４年度 ICT を活用した自立活動の効果的な指導の在り方の調査研究事業」 

肢体不自由特別支援学校における調査研究 実施要領 

 

１ 趣 旨 

肢体不自由のある児童生徒における、遠隔システムを活用した自立活動の指導の効果

と課題を検証し、好事例を収集・発信することで、県内すべての特別支援学校のみなら

ず特別支援学級への指導・支援の参考とする。 

 

２ 内 容 

(1) 実施校 

県立西はりま特別支援学校、県立神戸特別支援学校 

 (2) 実施期間 

令和４年４月１日～令和５年３月 31 日 

(3) 内容 

① 遠隔でのやりとりを含めた、児童生徒の実態把握の在り方の研究 

 ・肢体不自由のある児童生徒の身体の動きに対して、机や椅子等の学習環境、ICT 機

器をどのように組み合わせれば効果的な学習に取組めるか写真や動画を撮影し、外部

専門家と連携し、課題解決を図る。 

・校内の共有サーバーに児童生徒の実態把握についての記録を保存し、教員間で情報

を共有できるようにする等、実態把握の共有の仕方を検討する。 

 

② 自立活動の遠隔による実施を含めた指導及び評価の在り方の研究 

 ・ICT の活用方法についての集団の場や、卒業後に向けた活用について教材の開発や

指導内容の精選について検討する。 

 ・遠隔システムを活用し、児童生徒の実態に応じた課題設定、ICT の機能選択につい

て事例を多角的に検討し、適切な評価の規準を検討する。 

・自立活動の学習での取組を動画に撮り、指導・支援の方法を共通理解することで、

継続し、一貫性のある指導・支援に取組み、他の授業場面や家庭での般化を保護者や

教員と目指していく。 

 ・対面での指導と比較する等、遠隔による指導の効果について検討する。 

 

③ 遠隔でのやりとりを含めた、外部の専門家等との連携の在り方の研究と授業検討会 

 ・遠隔システムを活用した、外部専門家との効果的な相談体制の在り方を研究する。 

・特別支援学校と地域の特別支援学級の自立活動の授業を動画に撮り、児童生徒の実    

態に応じた環境設定や指導の在り方について遠隔システムを活用し、検討する。 

・遠隔システムを活用し、指定校同士が定期的に交流をする機会を設け、研究を進め

る上での課題の早期解決や教材の共有などを行い、教員の資質向上を図る。 
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・障害のある児童生徒が ICT 等の活用によりコミュニケーション力を向上させるた 

めに、外部専門家等による遠隔システムを用いた指導・助言を得て、自立活動の工夫・ 

改善に生かす。 

・遠隔システムを活用して外部専門家や他校と連携する際の手順や留意点をまとめ 

たものを作成し、どの教員でも必要に応じて遠隔システムを活用できるようにする。 

・研究協力校間で遠隔システムを活用して e-スポーツに取り組み、児童生徒の生活

や余暇支援につながる取組を検討する。 

  ・教育・心理等の専門家による指導・助言を受けた内容や改善したこと等を授業検討 

会実施報告書（様式５）に記入し、特別教育支援課まで提出すること。 

 

 (4) 実施経費 

次の金額を上限として、支出計画に基づいて令達する。 

謝 金 60,000 円 

旅 費 ４,000 円 

需用費 27,000 円 

図書購入費  11,000 円 

※ 当事業の趣旨を踏まえた支出計画を立てること。 

※ 社会通念上、受益者負担がより合理的であると判断される経費については、この

経費を充てないこと。 

※ 講師謝金については、県立教育研修所の講師諸謝金支給基準（平成 19 年４月１

日）に基づき、支給すること。支給額が同支給基準額を超える場合は、特別支援教

育課と事前協議すること。 

※ 予算執行に当たって変更が生じる場合は、速やかに特別支援教育課と協議する。 

 

３ 実施計画及び実施報告等の提出 

(1)  提出期限 

         提出書類 提出期日 

・実施計画書（様式１）及び支出計画書（様式２）  令和３年５月 20 日（金） 

・実施報告書（様式３）及び支出報告書（様式４） 令和４年１月 13 日（金） 

 ・授業検討会実施報告書（様式５） 

(2)  提出方法及び提出先  

電子メールにて特別支援教育課（担当：大林）宛て提出 

E-Mail：Atsuhiko̲Oobayashi@pref.hyogo.lg.jp 

 

４ 実施上の留意点 

(1) 実施計画の内容に変更が生じた場合は、特別支援教育課と協議のうえ、速やかに計画

を変更する。 

※外部専門家による指導・助言３回 

※外部専門家の旅費１回（２回は遠隔で実施） 
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「令和４年度 ICT を活用した自立活動の効果的な指導の在り方の調査研究事業」 

高等学校の通級における調査研究 実施要領 

 

１ 趣 旨 

高等学校に在籍する生徒への通級による指導において、従来の対面による指導に加

え、オンラインによる指導を一部取り入れることへの効果の検証を行い、それぞれの学

びの段階における効果的な指導とその体制について具体的に実践し、その効果を検証す

る。 

 

２ 内 容 

(1) 実施校 

県立阪神昆陽高等学校 

(2) 実施期間 

令和４年４月１日～令和５年３月 31 日 

(3) 内容 

① 遠隔でのやりとりを含めた、生徒の実態把握や教育相談の在り方の研究 

 ・生徒の実態の把握について、通級による指導に効果的に反映できる取組の在 

り方について研究する。 

・遠隔による通級指導の効果的な取組、共有の在り方について検討する。 

 

② 遠隔による実施を含めた指導及び評価の在り方の研究 

 ・指定校と協力校、サポート校である特別支援学校が遠隔システムでつながり、対 

面での学習の強化を図るための遠隔での学習内容や教材の開発について研究する。 

・生徒が遠隔システムや ICT を活用して、障害理解に取り組み、どのような支援が 

あれば、障害特性からくる課題改善につながるか、取り組み前後にアンケート等を 

とり、検討する。 

 ・遠隔システムを併用した通級による指導及び通常学級での般化について研究する。 

・対面での指導と比較する等、遠隔による指導の効果について検討する。 

 

③ 遠隔でのやりとりを含めた、特別支援教育コーディネーター等との連携の在り方

の研究と授業検討会 

・小・中学校で特別支援教育を受けてきた生徒が、高等学校において円滑に学びが 

継続できるようにするために高等学校の通級指導担当教員が、小・中学校の特別支 

援学級担任及び通級指導担当教員とどのような時期に情報交換が必要かについて、 
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手続きを含めた検討を行う。 

・障害のある児童生徒が ICT 等の活用によりコミュニケーション力を向上させる 

ために、外部専門家等による遠隔システムを用いた指導・助言を得て、自立活動の 

工夫・改善に生かす。 

・遠隔システムを活用して外部専門家や他校と連携する際の手順や留意点をまと 

めたものを作成し、どの教員であっても必要に応じて遠隔システムを活用できるよ 

うにする。 

・特別支援教育コーディネーター等による指導・助言を受けた内容や改善したこと 

を授業検討会実施報告書（様式５）に記入し、特別教育支援課まで提出すること。 

 

(4) 実施経費 

    ・「令和４年度高等学校における通級による指導実践研究事業」を活用する。 

 

３ 実施計画及び実施報告等の提出 

(1) 提出期限 

         提出書類 提出期日 

・実施計画書（様式１）  令和４年５月 20 日（金） 

・実施報告書（様式３） 令和５年１月 13 日（金） 

 ・授業検討会実施報告書（様式５） 

 

 (2) 提出方法及び提出先  

電子メールにて特別支援教育課（担当：大林）宛て提出 

E-Mail：Atsuhiko̲Oobayashi@pref.hyogo.lg.jp  

 

 

４ 実施上の留意点 

(1) 実施計画の内容に変更が生じた場合は、特別支援教育課と協議のうえ、速やかに計画

を変更する。 
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令和４年度 ICTを活用した自立活動の効果的な指導の在り方検討会議設置要綱 
 
１ 目 的 

本県におけるICTを活用した自立活動の効果的な指導の在り方等について検討するた
めの検討会議（以下「検討会議」という。）を設置する。 

 
２ 検討事項 

(1) 本県の特別支援学校におけるICTの活用の現状と展望について 
(2) 本県の特別支援学校における自立活動の指導の現状と課題について 
(3) 特別支援教育におけるICTの活用や遠隔による指導の今後の在り方について 
(4) 自立活動の指導における外部専門家の活用と教員の専門性について 
(5) 前各号に掲げるもののほか、ICTを活用した指導に関し必要な事項について 

 
３ 組 織 

検討会議は、別表に掲げる者をもって構成する。 
 
４ 会 議 

 (1) 検討会議の設置に係る委員の招集は兵庫県教育長が行う。 
 (2) 委員は、事故その他やむを得ない理由により検討会議に出席できないときは、あらか

じめ兵庫県教育長の承認を得て、代理人を出席させることができる。 
 (3) 兵庫県教育長は、必要があると認めるときは、委員以外の者に出席を求め、その意見

を聴くことができる。 
 (4) 検討会議は、公開とする。ただし、検討会議の運営に著しい支障があると認められる

場合には、非公開とすることができる。 
   議事録、議事要旨及び検討会議資料は、原則として公開とする。 
 
５ 座 長 

 (1) 検討会議の議事を進行するため、委員の互選により、座長を選任する。座長は委員
の承認を得て、委員の中から座長代理を指名することができる。 

 (2) 座長代理は、座長に事故があるときはその職務を代理する。 
 
６ 謝金・旅費 

 (1) 委員及び委員の代理人が検討会議に出席したときは、謝金及び旅費を支給する。 
 (2) 謝金の支給については、別に定める。 
 (3) 旅費の額は、職員等の旅費に関する条例（昭和35年兵庫県条例第44号）の規定によ

り算出した額に相当する額とする。 
 
７ 委 任 

  この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 
 

８ 附 則 

この要綱は、設置された日から施行し、令和５年３月31日をもって効力を失う。 
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区分 専門分野 名　前 所属・役職 備考

丹羽　登 関西学院大学教育学部教育学科・教授

小川　修史 兵庫教育大学大学院・准教授

小学校代表 白川　智喜
西脇市立楠丘小学校・校長
（兵庫県小学校長会・副会長）

中学校代表 井上　満夫
尼崎市立園田東中学校・校長
（兵庫県中学校長会・副会長）

特別支援学校代表・
研究指定校

大内　雅勝
県立特別支援学校長会・会長
（県立姫路しらさぎ特別支援学校）

研究指定校 森川　晃
研究指定校・校長
（県立むこがわ特別支援学校）

研究指定校 大脇　知子
研究指定校・校長
（県立神戸特別支援学校）

欠席

行政関係者 中村　栄喜 小野市教育委員会教育指導部学校教育課・主幹

保護者代表 阪本　登
特別支援学校ＰＴＡ連合協議会・会長
（県立播磨特別支援学校）

関係機関代表 井上 三枝子 公益財団法人兵庫県手をつなぐ育成会・理事長

関
係
者

令和４年度 ICTを活用した自立活動の効果的な指導の在り方検討会議　委員名簿

学
識
経
験
者

教育分野

学
校
関
係
者
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